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２００７年９月期　決算説明会

２００７年１１月２６日

銘柄略称：ＡＣＫＧ
証券コード：2498
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本資料および本説明会の説明には、当社（連結子会社を含む）の見通し、目標、

計画、戦略などの記述が含まれております。これらの記述は、当社が現在入手し

ている情報に基づく判断や仮定に基づいており、将来における当社の実際の業績

または展開と異なる可能性があります。
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2007年9月期　総括

【決算】
◇前期比売上高33%増、経常利益26%増
◇全売上高における民間部門比率15%増
◇国際部門売上高12%増
【経営強化】
◇防災、環境、情報・センシング分野等の強化
◇本格的なグループシナジーのスタート

－新たな会社のグループ参画と事業領域拡大－
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2007年9月期　連結決算概況

前期
(‘06/09期)
前期

(‘06/09期)

売上高売上高

増減
(対前期比)

増減
(対前期比)

経常利益経常利益

受注高受注高

１７，１６７１７，１６７

５１７５１７

１７，５２８１７，５２８

２２，７６３２２，７６３

６５３６５３

２２，８３４２２，８３４

３３％
（５，５９５）

３３％
（５，５９５）

２６％
(１３５)

２６％
(１３５)

３０％
(５，３０５)

３０％
(５，３０５)

（単位：百万円）

当期
(‘07/09期)
当期

(‘07/09期)

◇前期比売上高33%増、経常利益26%増

期首計画値
(‘07/09期)
期首計画値
(‘07/09期)

１９，５００１９，５００

５３０５３０

１９，５００１９，５００

※増減のカッコ内数値は増減額（百万円）
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注：’05/09期以前はオリエンタルコンサルタンツの実績であります。
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2007年9月期　連結貸借対照表

前期
(‘06/09期)
前期

(‘06/09期)

資産合計資産合計

増減
(対前期比)

増減
(対前期比)

負債合計負債合計

純資産合計純資産合計

９，８８５９，８８５

４，０９５４，０９５

５，７８９５，７８９

１２，９６７１２，９６７

６，７５９６，７５９

６，２０８６，２０８

３１％
（３，０８２）

３１％
（３，０８２）

６５％
(２，６６３)

６５％
(２，６６３)

７％
(４１８)

７％
(４１８)

（単位：百万円）

当期
(‘07/09期)
当期

(‘07/09期)

◇新たな会社のグループ参画と事業領域拡大に伴う資産増
◇株式交換、内部留保による資本充実

※増減のカッコ内数値は増減額（百万円）
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Ⅱ：経営強化
～サービス領域無限大へのチャレンジ～
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サービス領域無限大へのチャレンジ

セキュアなくらしと豊かな社会の創造

「私たちは、半世紀以上にわたり培った技術で、
様々な空間情報を活用し、

セキュアで豊かなくらしづくりをお手伝いします。」

• 民間・国際分野拡大への取り組み
• 防災、環境、情報・センシング分野拡大への取り組み
• 先行投資による経営基盤強化とさらなるチャレンジへ



6

11

民間・国際分野拡大への取り組み

公
共

Ｍ＆Ａも含めた
新規事業会社による
事業拡大

シナジーによる拡大

主要事業領域
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民
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民間市場への
拡大

国際市場への拡大

◇積極的なシナジーの活用と

M&Aによる民間・国際市場拡大

－各社の持つ顧客ネットワークの

相互活用

－国内外企業との連携

　 （アライアンス）
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民間・国際部門の売上高拡大へ

◇民間部門、国際部門ともに売上高大幅な拡大
　　経営の多角化、安定的拡大の推進

’06/09 ’07/09 ’08/09
（目標値）

民間部門売上高

’07/09 ’08/09
（目標値）

’06/09

国際部門売上高

約5.5倍 約12％増
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民間市場における業務事例

◇環境リスク対策

【土壌汚染対策法の強化】

調査から対策実施および汚染機構の解明

大成基礎設計では累計約2，000件の豊富な実績

【アスベスト除去工事】

近年問題となっている

解体工事に伴うアスベスト

調査および除去工事を実施

アスベスト除去状況
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海外の民間市場における業務事例

建設ラッシュの続いているドバイ等の中東諸国やアジア

諸国からの受注拡大

◇アラブ首長国　
ドバイ　メトロプロジェクト

◇カタール
ドーハ新国際空港

ターミナルアプローチ

◇韓国
・橋梁設計コンペで最優秀賞（松島新都市橋梁設計コンペ）
→オリエンタルコンサルタンツ、杉山デザイン研究所、惟信等のコンソーシアム

・現代製鉄所：軟弱地盤対策

　　　　　　　　　　　　　　　　

ドバイ　メトロプロジェクト
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防災、環境、情報・センシング分野拡大への取り組み

防災、環境、情報・センシング分野強化

　　　　　　　　　　　　　 ：地盤、斜面、土壌・地下水汚染に強み

　　　　　　　　　　　 ：システムインテグレーションに強み

　　　　　　　　　　　　　 ：３R（ﾘﾃﾞｭｰｽ、ﾘﾕｰｽ、ﾘｻｲｸﾙ）、ﾊﾞｲｵﾏｽ

　　　　　　　　　　 廃棄物処理等の分野に強み

 

◇新たな会社のグループ参画

＋

16

防災分野の取り組み事例

◇水害対策
・中央設計技術研究所と

　オリエンタルコンサルタンツ

　の共同開発

・河川と下水道を連携させた

　河川-下水道統合解析技術

・今後、提案営業活動を展開

河川氾濫解析（イメージ）
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土壌汚染ビジネス（ブラウンフィールド等）の強化

◇土壌汚染リスク評価　

　　土壌汚染リスク評価ツール開発によるコンサルタントサービス

　　⇒今後対策ニーズが急増するブラウンフィールド対策へ活用
　　 ※米国より講師を招いてリスク評価ツールの説明会を主催（07年12月5日～7日）

◇ガソリンスタンド土地売却に伴う油汚染土壌対策
　　ガソリンスタンドにおける油汚染の調査・対策の実施

　　ガソリンスタンド跡地等の土壌調査・対策等年間約300件の実績

 

－ブラウンフィールドとは－

　土壌汚染の可能性から、積極的に利用されなくなった土地

　必要な対策費用は約４．２兆円（環境省試算）
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エネルギー、放射性廃棄物、地球温暖化への対応

300～1000m

放射性廃棄物処分場

放射性廃棄物大深度地層処分場

300～1000m

放射性廃棄物処分場

放射性廃棄物大深度地層処分場

大深度地下の有効活用

◇国家石油ガス備蓄プロジェクト
岡山県倉敷市に建設中の地下岩盤

貯蔵施設における地下水・地盤計測実施

◇放射性廃棄物の大深度地層処分

原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）

は放射性廃棄物を大深度に埋設

これに関する地下水・地盤計測の実施

◇その他二酸化炭素の大深度地下

封じ込めに関連する業務へ
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循環型社会形成に向けて

　・国交省、環境省両省の支援事業

　・下水処理場では全国初の

　 バイオマスメタン発酵施設が完成

　・研究、設計、施工管理を実施

　・８月１日より供用開始

　・多数の視察者が訪れ、

　 他市町村も関心

◇バイオマスの先進的な有効活用
～メタンガスのエネルギー利用、堆肥化・緑農地還元～

－バイオマスとは－

　動植物から生まれた有機性資源

下水汚泥、糞尿、生ごみ等

20

情報・センシング分野の事業拡大に向けて

◇シナジーによる新技術の開発

グループ会社の持つ情報・センシング技術をさらに高度化

　

これらの技術を防災、環境、交通等あらゆる分野に活用

　・リモートセンシング～航空レーザ測量、衛星データ～

　・地上精密測量

　・統合型Web GIS

　・無線センサネットワーク　　　　　　　　　　　　　　等多数
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先行投資による経営基盤強化と
さらなるチャレンジへ

22

先行投資による経営基盤強化へ－人材投資－

◇人材投資

最大の資産である人材に対する投資の大幅増

グループ全体の採用人数

‘06/09 ‘07/ 09 ‘08/09(予定)

人
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先行投資による経営基盤強化へ－研究開発－

◇研究開発

　・グループ会社またはＡＣＫグループの発案による新規性、市場
性の高い案件に対して研究開発を促進

　・大成基礎設計の「技術研究所」をグループにおける研究開発

　 の中心とする

地下水流速流向計
（技術研究所での開発成果）

技術研究所の様子
（山梨県上野原市）

24

２００８年９月期　目標

◇ 「一体感の醸成」をテーマに、

　　　　　　　　　　経営基盤強化とさらなるチャレンジへ
　・人材投資のさらなる強化

　・グループ連携、営業ネットワークのさらなる活用

　・新技術開発による本格的なシナジー発揮
（単位：百万円）

第２期
(‘07/09期)
第２期
(‘07/09期)

売上高売上高

経常利益経常利益

当期純利益当期純利益

２２，７６３２２，７６３

６５３６５３

３６３６

２４，５００２４，５００

６６０６６０

２８０２８０

第3期
(‘08/09期)
第3期
(‘08/09期)

７．６%
（１，７３６）

７．６%
（１，７３６）

１．０%
（６）

１．０%
（６）

７７４．４%
（２４３）

７７４．４%
（２４３）

増減
(対当期比)

増減
(対当期比)

※増減のカッコ内数値は増減額（百万円）
※第2期の当期純利益は会計基準の変更により、内部取引に係わる繰延税金資産を取崩し減少
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顧客価値の追求を通じ
『世界の人々の豊かな
暮らしと夢の創造』を目指し、
今の業容にとらわれず
サービス領域無限大へ
チャレンジします！

26

Ⅲ：質疑応答
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APPENDICES

28

・本資料に記載の売上高、受注高等の金額には、消費税等は含まれておりません。

・本資料に記載の金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

・本資料に記載の増減率、構成比等の数値は、小数点以下２桁目以降を四捨五入
して表示しております。
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グループ会社の変遷と財務諸表への反映

【B／Sのみ】は貸借対照表のみ連結していることを示しております。
【○カ月】は○か月分の業績が損益計算書に反映されております。

＜１１社＞

ＡＣＫグループＡＣＫグループ

ｵ ﾘｴﾝ ﾀﾙ ｺﾝ ｻ ﾙﾀ ﾝﾂｵ ﾘｴﾝ ﾀﾙ ｺﾝ ｻ ﾙﾀ ﾝﾂ

中央設計技術研究所中央設計技術研究所

ワ ー ル ドワ ー ル ド

オ リ エ ス セ ン タ ーオ リ エ ス セ ン タ ー

オリエス総合研究所オリエス総合研究所

国土情報技術研究所国土情報技術研究所

ｵﾘｴｽ交通情報ｻｰﾋﾞｽｵﾘｴｽ交通情報ｻｰﾋﾞｽ

ｵﾘｴｽｼｪ ｱｰﾄﾞ ｻｰﾋﾞ ｽｵﾘｴｽｼｪ ｱｰﾄﾞ ｻｰﾋﾞ ｽ

ア サ ノ 建 工ア サ ノ 建 工

大 成 基 礎 設 計大 成 基 礎 設 計

【Ｂ／Ｓのみ】

当中間末（‘０７/０９期）当中間末（‘０７/０９期）

＜１４社＞

ＡＣＫグループＡＣＫグループ

ｵ ﾘｴﾝ ﾀﾙ ｺﾝ ｻ ﾙﾀ ﾝﾂｵ ﾘｴﾝ ﾀﾙ ｺﾝ ｻ ﾙﾀ ﾝﾂ

中央設計技術研究所中央設計技術研究所

ワ ー ル ドワ ー ル ド

オ リ エ ス セ ン タ ーオ リ エ ス セ ン タ ー

オリエス総合研究所オリエス総合研究所

国土情報技術研究所国土情報技術研究所

ｵﾘｴｽ交通情報ｻｰﾋﾞｽｵﾘｴｽ交通情報ｻｰﾋﾞｽ

ｵﾘｴｽｼｪ ｱｰﾄﾞ ｻｰﾋﾞ ｽｵﾘｴｽｼｪ ｱｰﾄﾞ ｻｰﾋﾞ ｽ

ア サ ノ 建 工ア サ ノ 建 工

大 成 基 礎 設 計大 成 基 礎 設 計

【６ヶ月】

吉井ｼｽﾃﾑﾘｻｰﾁ他１社吉井ｼｽﾃﾑﾘｻｰﾁ他１社

【６ヶ月】

総合環境ﾃｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ ｰ総合環境ﾃｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ ｰ

当期末（‘０７/０９期）当期末（‘０７/０９期）

【５ヶ月】

＜１２社＞

ＡＣＫグループ【1ヶ月】ＡＣＫグループ【1ヶ月】

ｵ ﾘｴﾝ ﾀﾙ ｺﾝ ｻ ﾙﾀ ﾝﾂｵ ﾘｴﾝ ﾀﾙ ｺﾝ ｻ ﾙﾀ ﾝﾂ

中央設計技術研究所中央設計技術研究所

ワ ー ル ドワ ー ル ド

オ リ エ ス セ ン タ ーオ リ エ ス セ ン タ ー

オリエス総合研究所オリエス総合研究所

国土情報技術研究所国土情報技術研究所

ｵﾘｴｽ交通情報ｻｰﾋﾞｽｵﾘｴｽ交通情報ｻｰﾋﾞｽ

ｵﾘｴｽｼｪ ｱｰﾄﾞ ｻｰﾋﾞ ｽｵﾘｴｽｼｪ ｱｰﾄﾞ ｻｰﾋﾞ ｽ

ア サ ノ 建 工ア サ ノ 建 工

【Ｂ／Ｓのみ】

水 建設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ水 建 設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ

【Ｂ／Ｓのみ】

前期末（‘０６/０９期）前期末（‘０６/０９期）

オ リ エ ス 西 日 本オ リ エ ス 西 日 本

＜１１社＞

ＡＣＫグループＡＣＫグループ

ｵ ﾘｴﾝ ﾀﾙ ｺﾝ ｻ ﾙﾀ ﾝﾂｵ ﾘｴﾝ ﾀﾙ ｺﾝ ｻ ﾙﾀ ﾝﾂ

中央設計技術研究所中央設計技術研究所

ワ ー ル ドワ ー ル ド

オ リ エ ス セ ン タ ーオ リ エ ス セ ン タ ー

ｵﾘｴｽｼｪ ｱｰﾄﾞ ｻｰﾋﾞ ｽｵﾘｴｽｼｪ ｱｰﾄﾞ ｻｰﾋﾞ ｽ

ア サ ノ 建 工ア サ ノ 建 工

大 成 基 礎 設 計大 成 基 礎 設 計

吉井ｼｽﾃﾑﾘｻｰﾁ他１社吉井ｼｽﾃﾑﾘｻｰﾁ他１社

総合環境ﾃｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ ｰ総合環境ﾃｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ ｰ

第3期（‘０７/１１現在）第3期（‘０７/１１現在）

30

グループ会社の紹介

循環型社会の形成に向けた廃棄物処理、リサイクル、エネルギー等の環
境ソリューション

総合環境テクノロジー

間接部門業務支援、ＩＴサポート、人材マネジメントコンサルティング、人材
派遣・紹介等の各種ソリューションサービスの提供

オリエスシェアードサービス

建設マネジメント、計測制御、資産管理等に関する多様なシステム開発
やパッケージソフトウェア販売、ＩＴサービスの提供

吉井システムリサーチ

地下水、土壌環境分野で卓越した技術。土質、地質、地下水、土壌汚染、
斜面防災等の調査、土木、建築構造物のリニューアル 等

大成基礎設計

井戸・温泉の分野で７０年の歴史。地下水等を活用し水道料金を削減する
ＥＳＣＯ方式や環境配慮型の解体工事等の高付加価値型サービスの提供

アサノ建工

デザインソリューション、国土基盤、都市・地域、交通、環境、防災、国際
協力等の分野で社会に貢献

オリエンタルコンサルタンツ

上下水道、廃棄物、環境、情報処理の分野を中心に、調査、設計、施工管
理等のコンサルティング業務において総合的な技術とサービスを提供

中央設計技術研究所

航空レーザー計測、写真測量等の地理空間情報整備、統合型ＧＩＳ、一般
測量、用地補償、調査・計画・設計等のサービスを提供

ワールド

建設に関する調査・設計・管理、CM/PM、交通データの観測・解析、交通
観測機器の販売・リース、各種観測関連業務等の幅広いサービスの提供

オリエスセンター

業務内容事業会社
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■オリエンタルコンサルタンツの技術提案型受注額比率と受注高

’06/
　09期

’01/
　09期

’02/
　09期

’03/
　09期

’04/
　09期

’05/
　09期

民間の技術提案力重視の時代へ

－「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の施行から３年目－

既存分野拡大－高度な技術力ー

～経営戦略に基づき

　　　「価格競争」による受注から「技術競争」による受注へ転換～

’07/
　09期

74%37% 41% 45% 58% 69%59%

63% 59% 55% 41% 42% 31% 26%

0%

50%

100%

130

145

160

175

技術競争による受注 競争入札 受注高

技術競争による
受注の大幅な伸び

受
注
高
（億
円
）

32

ＣＳＲへの取り組み／地震緊急調査支援活動

～いち早く社内に地震対策本部を設置し、水道・下水道、道路

などの早期復旧に向けた緊急調査等の支援活動を実施～

▲能登半島地震（震度６強、3月25日） ▲新潟中越沖地震（震度６強、7月16日）
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ＣＳＲへの取り組み/社会貢献事業

◇渋谷区との連携による災害時帰宅困難者問題の対策支援事業

渋谷区帰宅困難者問題研究会

　（事務局：オリエンタルコンサルタンツ）

・渋谷区、東京商工会議所渋谷支部の

　共催のもと、帰宅経路調査を実施

・全国の自治体への展開も検討

とりまとめマップ
災害時に危険な箇所(狭い歩道)

34

トピック

◇耐震改修促進計画及び地震ハザードマップ作成業務

・市民と行政との協働による

　安全・安心なまちづくり（鳥取市）

・GIS技術を活用し、

「耐震改修促進計画策定」

「地震ハザードマップ作成」

を実施

 

株式会社 ワールド  
地理空間情報でゆたかな地域 
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トピック

◇沖縄瀬底ビーチ温泉掘削工事

・沖縄北部地区、初の温泉湧出

・冬期の宿泊客を確保するための魅力作り

◇「ヒューマンキャピタル２００７」出展

・人材評価ツール「インナビュー」

を用いた人事コンサルティング

について展示

　

ヒューマンキャピタル2007

　　　　【ヒューマンキャピタル】
企業の経営マネジメント層や総務・人事

担当者向けの専門イベント

36

トピック

◇ACKグループ　危機管理産業展2007に出展

　 グループ各社の持つ

危機管理に関する技術を出展

・土砂災害

・インフラ管理

・スマートキロポスト

・光ファイバ等センシング技術

等の技術を出展
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（単位：百万円）

連結損益計算書

売上高売上高

売上原価売上原価

販売費・
一般管理費

販売費・
一般管理費

営業利益営業利益

経常利益経常利益

特別損益特別損益

当期純利益当期純利益

受注高受注高

１７，１６７１７，１６７ (100.0%)(100.0%)

１１，９５９１１，９５９ (69.7%)(69.7%)

４，７０６４，７０６ (27.4%)(27.4%)

５０１５０１ (2.9%)(2.9%)

５１７５１７ (3.0%)(3.0%)

△１０８△１０８ (△0.6%)(△0.6%)

１０６１０６ (0.6%)(0.6%)

１７，５２８１７，５２８ ----------

当期 (‘07/09期)当期 (‘07/09期)

５，５９５５，５９５

４，３２２４，３２２

１，１８８１，１８８

８５８５

１３５１３５

５８５８

△７０△７０

５，３０５５，３０５

増減額増減額前期 (‘06/09期)前期 (‘06/09期)

２２，７６３２２，７６３

１６，２８１１６，２８１

５，８９４５，８９４

５８６５８６

６５３６５３

△４９△４９

３６※３６※

２２，８３４２２，８３４

(100.0%)(100.0%)

(71.5%)(71.5%)

(25.9%)(25.9%)

(2.6%)(2.6%)

(2.9%)(2.9%)

(△0.2%)(△0.2%)

(0.2%)(0.2%)

----------

前期比３３％増

税引前
当期純利益

税引前
当期純利益 ４０９４０９ (2.4%)(2.4%) １９４１９４６０３６０３ (2.7%)(2.7%)

新規連結子会社の
業績や内製化、間接
業務の集約・効率化
の効果

※会計基準の変更により、内部取引に係わる繰延税金資産を取崩し当期純利益は減少
（会計基準の変更がなかった場合の当期純利益は２７５百万円。翌連結会計年度においては
会計基準変更の影響はありません。）

38

増減額増減額

固定資産固定資産 ２，７５９２，７５９ (27.9%)(27.9%) １，８００１，８００４，５５９４，５５９ (35.2%)(35.2%)

資産合計資産合計 ９，８８５９，８８５ (100.0%)(100.0%) ３，０８２３，０８２１２，９６７１２，９６７ (100.0%)(100.0%)

流動負債流動負債 ３，７０３３，７０３ (37.4%)(37.4%) １，７６２１，７６２５，４６５５，４６５ (42.1%)(42.1%)

負債合計負債合計 ４，０９５４，０９５ (41.4%)(41.4%) ２，６６３２，６６３６，７５９６，７５９ (52.1%)(52.1%)

資本金資本金 ５００５００ (5.1%)(5.1%) ２２５０３５０３ (3.9%)(3.9%)

流動資産流動資産 ７，１２６７，１２６ (72.1%)(72.1%) １，２８２１，２８２８，４０８８，４０８ (64.8%)(64.8%)

利益剰余金利益剰余金 ４，８０８４，８０８ (48.6%)(48.6%) △２５△２５４，７８２４，７８２ (36.8%)(36.8%)

少数株主持分少数株主持分 ２８８２８８ (2.9%)(2.9%) ２２２２３１１３１１ (2.4%)(2.4%)

負債・純資産
合計

負債・純資産
合計 ９，８８５９，８８５ (100.0%)(100.0%) ３，０８２３，０８２１２，９６７１２，９６７ (100.0%)(100.0%)

純資産合計純資産合計 ５，７８９５，７８９ (58.6%)(58.6%) ４１８４１８６，２０８６，２０８ (47.9%)(47.9%)

固定負債固定負債 ３９２３９２ (4.0%)(4.0%) ９０１９０１１，２９４１，２９４ (10.0%)(10.0%)

資本剰余金資本剰余金 ２６１２６１ (2.6%)(2.6%) ４８９４８９７５１７５１ (5.8%)(5.8%)

連結貸借対照表

当期 (‘07/09期)当期 (‘07/09期)前期 (‘06/09期)前期 (‘06/09期)
（単位：百万円）

新規連結子会社
による規模拡大

大成基礎設計
との株式交換

新規連結子会社の
影響、規模拡大に
伴う運転資金の増
大、新規連結会社
の借入れ返済
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（単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書

当期
(‘07/09期)
当期

(‘07/09期)

営業活動による
キャッシュフロー

営業活動による
キャッシュフロー ７１３７１３

投資活動による
キャッシュフロー

投資活動による
キャッシュフロー

財務活動による
キャッシュフロー

財務活動による
キャッシュフロー

現金及び現金
同等物の増加額

現金及び現金
同等物の増加額

現金及び現金
期末残高

現金及び現金
期末残高

△３１３△３１３

△７０４△７０４

△３０３△３０３

２，１３３２，１３３

６９０６９０

△４１９△４１９

△８２△８２

１８６１８６

２，４３７２，４３７

２２２２

１０６１０６

△６２２△６２２

△４８９△４８９

△３０３△３０３

増減額増減額前期
(‘06/09期)
前期

(‘06/09期)

営業ＣＦは順調に拡大

・新規連結会社の子会社
化前の借入れ資金返済
・自己株式の取得
・配当金の支払い

・有形・無形固定資産取得
・連結子会社株式取得

40

指標関係（連結）
当期

(‘07/09期)
当期

(‘07/09期)
前期

(‘06/09期)
前期

(‘06/09期)

１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）

単位単位

１株当たり純資産（ＢＰＳ）１株当たり純資産（ＢＰＳ）

自己資本比率自己資本比率

自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）

２１．６０２１．６０ ６．７８（※）６．７８（※）（円）（円）

（円）（円）

（％）（％）

１株当たり株主資本は、

期末発行済株式数に基づき算出

‘06/09　 4,959,280株
‘07/09　 5,608,825株

（％）（％）

１１０９．１７１１０９．１７ １０５１．２９１０５１．２９

５５．７５５．７ ４５．５４５．５

１．９１．９ ０．６ （※）０．６ （※）

株価純資産倍率（ＰＢＲ）株価純資産倍率（ＰＢＲ） （倍）（倍） ０．６４０．６４ ０．４４０．４４

総資産経常利益率（ＲＯＡ）総資産経常利益率（ＲＯＡ） （％）（％） ５．５５．５ ５．７５．７

１株当たり当期純利益は、
期中平均株式数に基づき算出
‘06/09　 4,953,775株
‘07/09　 5,330,246株

※会計基準の変更により、内部取引に係わる繰延税金資産を取崩し当期純利益は減少
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〒150-0036　

　　東京都渋谷区南平台町16-28　グラスシティ渋谷

　　TEL: 03-6311-6641（代）　FAX: 03-6311-6642

お問い合わせ先

本日は弊社決算説明会に
ご参加いただきましてありがとうございました

本日は弊社決算説明会に
ご参加いただきましてありがとうございました

　　URL: http://www.ackg.jp
　　　（銘柄略称：ＡＣＫＧ／証券コード：2498）

　　問合せ　統括管理本部　企画・広報室長　　高坂　静夫

　　　　　　　　e-mail: ir-ackg@ackg.jp

銘柄略称：ＡＣＫＧ
証券コード：2498


